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独立行政法人国立特別支援教育総合研究所  令和３年度計画  

 

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十一条の規定により、

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の中期計画に基づき、令和３年度

の業務運営に関する計画を次のとおり定める。  

 

Ⅰ  国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

１．特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施

策推進等への寄与及び教育現場への貢献  

（１）国の政策課題や教育現場等の喫緊の課題に対応した研究の推進と研究

成果の普及  

①  「研究基本計画」に基づき、次の研究を戦略的かつ組織的に実施する。 

イ  重点課題研究：文部科学省との緊密な連携のもとに、国の特別支援教

育政策の推進、又は教育現場等の喫緊の課題解決に寄与する研究を行

う。  

ロ  障害種別特定研究：各障害種における喫緊の課題の解決に寄与する研

究。  

それぞれの研究は、ナショナルセンターとして相応しい研究を文部科学

省、関係団体との緊密な連携のもとに行う。  

②  重点課題研究及び障害種別特定研究の実施に当たっては、国との密接な

連携による国の重要な政策課題に対応した研究を中心に精選して、令和３

年度は重点課題研究５課題、障害種別特定研究１課題を実施する。  

イ  令和３年度は、重点課題研究を次のとおり実施する。  

（重点課題研究：教育課程に関する研究（国への政策貢献））  

・学習指導要領に基づく教育課程の編成・実施に関する研究（令和３～

４年度）  

（重点課題研究：切れ目ない支援の充実に関する研究 (教育現場の喫緊の

課題に対応 )）  

・障害のある子供の就学手続きの進め方等に関する研究（令和３～４年  

度）  

・高等学校に焦点を当てた障害のある生徒の社会への円滑な移行に向け

た進路指導と連携の進め方等に関する研究（令和３～５年度）  

・ ICT 等を活用した障害のある児童生徒の指導・支援に関する研究（令

和３～４年度）  



2 

 

・通常の学級における多様な教育的ニーズのある児童生徒の教科指導上

の配慮に関する研究（令和３～４年度）  

ロ  令和３年度は、障害種別特定研究を次のとおり実施する。  

・知的障害教育における授業づくりと学習評価に関する研究：知的障害

分野（令和３～４年度）  

③  上記の研究課題のほか、将来的な教育政策の検討資料を提示する「先端

的・先導的研究」や大学等との共同の研究についての実施要項等を定める

ほか、国からの要請に応じた研究に取り組む。また、科学研究費補助金等

の各種研究資金制度に関する情報収集と所内周知、外部の講師等による研

究力向上セミナーを実施するなどにより、研究活動の活性化を図る。  

④  研究課題の精選・採択や研究計画・内容の改善を図るため、文部科学省

と協議するほか、都道府県等教育委員会や特別支援教育センター、学校長

会等に対して研究ニーズ調査を実施して研究課題の精選、研究計画の立案

・改善を図る。  

⑤  研究を戦略的かつ効果的に推進するために、研究課題に応じて外部の研

究協力者・研究協力機関を公募するなど積極的に登用するとともに、障害

種を超えて柔軟な研究チームを編成する。また、隣接する筑波大学附属久

里浜特別支援学校（以下「久里浜特別支援学校」という。）をはじめとす

る神奈川県内の特別支援学校等及び近隣の関係機関との連携を推進する

ための体制を整備し取組を進めるほか、学校長会、保護者団体、大学等の

関係機関・団体と相互の課題認識・研究方法・研究資源などを共有するこ

とにより、より効率的かつ効果的に研究を推進する。  

⑥  研究成果については、その目的に応じて、国の政策立案・施策推進等に

寄与するよう国に提供したり、教育実践に寄与するよう都道府県等教育委

員会・特別支援教育センター・学校等に提供したりするとともに、広く一

般にも公開する。また、研究成果報告書のほか、サマリー集やリーフレッ

ト、指導資料等を作成し、研究成果の効果的な還元を図る。また、研究所

で実施する研修講義等に研究結果を反映させる。  

  さらに、公立の教育センターへの情報提供の改善を図る。  

⑦  全国の公立の特別支援教育センターを含む教育センターや都道府県・指

定都市・中核市教育委員会における研究成果の活用状況（教育委員会での

業務での活用、研修会等での活用、学校への情報提供等）についてアンケー

ト調査を実施し、６割以上の教育委員会や教育センターに活用されている

かの検証を行う。また、研究成果がより一層教育現場で活用されるよう、
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特別支援教育センター等から得られた情報を元に研究成果のアウトプッ

ト方法、活用方法の改善を図る。  

 

（２）評価システムの充実による研究の質の向上  

①  「研究基本計画」に基づき、重点課題研究及び障害種別特定研究につい

ては、研究課題ごとに、国の政策課題や教育現場の課題への貢献等の観点

から、中間時における内部評価及び外部の専門家からなる研究所運営委員

会による外部評価を実施し、研究計画・内容の改善、研究の効果的・効率

的実施及び研究の質的向上を図る。  

また、先端的・先導的研究の研究課題については、外部の専門家の参画

をはじめとした評価の仕組みをつくる。  

外部資金研究等については、その成果の普及について所内で審議した

り、研究所運営委員会に報告して成果の意義、および活用や普及に関する

助言を得るなどし、これに基づいて、多様なメディアを活用し様々な機会

を捉えて発信することで、研究活動の推進を図る。  

②  研究の評価に当たっては、研究区分の特性に応じた評価システムを構築

するとともに、研究成果の活用可能性を含めた評価の観点・項目の設定、

自己評価の充実などの評価システムの改善を図る。また、評価結果を研究

課題の設定や研究内容の改善に生かすとともに、研究所の研究活動の質的

向上につなげるなど、PDCA サイクルを重視して評価システムを運用する。 

 

 

２．各都道府県等における特別支援教育政策や教育実践等の推進に寄与する

指導者の養成  

（１）国の政策課題や教育現場のニーズ等に対応できる指導者の専門性の向

上  

①  「研修指針」に基づき、次の研修を実施する。    

イ  特別支援教育専門研修：各都道府県等の障害種ごとの教育の中核とな

る教職員を対象に、障害種別にコース・プログラムを設け、その専門性

と指導力の向上を図る研修（約２か月間の宿泊若しくはオンライン研

修、又は宿泊とオンラインを組み合わせて行う研修）  

（第一期）発達障害・情緒障害・言語障害教育コース  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和３年５月 10 日～令和３年７月９日  
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（第二期）知的障害教育コース  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和３年９月８日～令和３年 11 月 12 日  

（第三期）視覚障害・聴覚障害・肢体不自由・病弱教育コース  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和４年１月 11 日～令和４年３月 16 日  

募集定員計： 210 名  

ロ  インクルーシブ教育システムの充実に関わる指導者研究協議会：各都

道府県等において指導的立場に立つ指導主事や教職員を対象に、特別支

援教育政策上や教育現場等の喫緊の課題に関する専門的な知識・技能等

の向上を図る研修（各１日間程度のオンライン研修）  

・特別支援教育における ICT 活用に関わる指導者研究協議会  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和３年８月 23 日  

・高等学校における通級による指導に関わる指導者研究協議会  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和３年９月３日  

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会  

募集定員： 70 名  

実施期間：令和３年 11 月 19 日  

ハ  特別支援学校寄宿舎指導実践協議会：全国特別支援学校長会と連携

し、各都道府県等において指導的な立場にある寄宿舎指導員を対象とし

て、寄宿舎における幼児児童生徒の生活指導等に関する実践発表、情報

交換等を行い、寄宿舎における指導の充実を図る協議会（オンライン研

修）  

募集定員： 50 名  

実施期間：令和３年７月 21 日  

ニ  上記のほか、家庭と教育と福祉の連携を推進する「トライアングル」

プロジェクトにおいて求められている指導的立場となる者に対する研

修として、発達障害教育実践セミナーを実施する。  

発達障害教育実践セミナー：教育委員会及び教育センター等の研修担

当指導主事等を対象として、発達障害教育に関する専門的知識を深め、

研究協議等を通して、各地域における発達障害教育の実践的な指導力の

向上を図るセミナー（宿泊又はオンライン研修）  



5 

 

募集定員： 70 名  

実施期間：令和４年１月下旬（期日未定）  

ホ  『難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェ

クト』（令和元年６月報告）において、「難聴児への早期からの切れ目

ない支援体制の構築」や「聾学校における乳幼児教育相談の充実」が課

題とされた。これを受け、保健・医療・福祉・教育関係者の難聴児理解

や早期発見と早期支援の重要性について理解を促し、各地域における切

れ目ない支援体制の構築及び充実を目的とした「難聴児の切れ目ない支

援体制構築と更なる支援の推進に向けた地区別研究協議会」を開催す

る。（３地域にて集合又はオンライン研修）  

②  研修の計画及び実施に当たっては、文部科学省、久里浜特別支援学校、

教職員支援機構をはじめとする関係機関から、意見を聴取し、研修に求め

られるニーズや、ICT 環境の整備など、学校教育を巡る状況の変化や社会

情勢の変化等を的確に反映させる。また、インクルーシブ教育システムの

構築に向けて、国の特別支援教育政策や研究成果等の最新の知見等をカリ

キュラムに取り入れるとともに、講義のほか、演習・研究協議等の形式を

多く取り入れ、受講者が受講した内容を実際の教育や活動の中で生かせる

ようプログラムを工夫する。  

  また、研修の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観

点から来所期間について検討の上、実施するとともに、来所の際の感染防

止対策を適切に講じる。研修実施後は、その内容や実施方法による効果等

を分析し、ポストコロナ社会における ICT の活用や一層のオンライン研修

の充実を図るため、「集合・宿泊型研修等とオンライン研修とのベストミッ

クス」の在り方について検討する。   

③  研修のより効率的・効果的な実施に資するため、国立青少年教育振興機

構、国立女性教育会館、教職員支援機構との連携について検討する。  

④  インクルーシブ教育システムの充実に関わる指導者研究協議会の令和

２年度受講者及び任命権者である教育委員会等に対し、令和２年度研修受

講者を対象とした研修修了１年後における指導的役割の実現状況（各地域

で行う研修や研究会等の企画・立案、講師としての参画などの指導的役割

の実現状況）についてのアンケート調査を実施し、80％以上の達成を確保

する。  

（特別支援教育専門研修については、令和２年度において新型コロナウ

イルス感染拡大防止の観点から中止（代替措置の実施）としたことから、
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研修修了１年後アンケートの対象とはしない。）  

また、特別支援教育専門研修の受講者に対して、事前に設定した研修の

自己目標の修了直後における実現状況についてアンケート調査を実施し、

80％以上の達成を確保する。  

これらのアンケート調査で、80％を下回った場合には、研修の内容・方  

法等の改善について検討する。  

また、国の特別支援教育政策の動向等を踏まえたカリキュラム等の見直

しを外部有識者の参画を得ながら行うなど、 PDCA サイクルを重視した研

修の運営を行う。  

 

（２）各都道府県等が実施する教員の資質向上に関わる支援  

①  「研修指針」に基づき、特別支援教育に関する基礎的及び専門的内容の

講義を収録し、インターネットにより学校教育関係者等へ配信する。  

イ  インターネットによる講義配信（以下「 NISE 学びラボ」という。  ）

で  配信する講義コンテンツについて多様な学びの場に対応した整備を

図るとともに、最新の情報を提供できるよう、計画的に更新する。また、

利用者のアンケート調査等を基に、内容及び運用の改善を図る。  

ロ  「 NISE 学びラボ」の活用例や研修モデルを提案し、教育委員会や学

校が実施する研修における「 NISE 学びラボ」の活用を推進するととも

に、教育委員会、特別支援教育センター、幼稚園、小・中学校、高等学

校、特別支援学校等に対して、幅広く広報し、利用を促進する。また、

「 NISE 学びラボ」の自治体の団体受講登録について、 40％以上の都道

府県で行われるようにするとともに、「 NISE 学びラボ」の受講登録数

を、 8,000 人以上を確保する。  

②  大学等と連携を図り、令和４年度からの配信に向け、教員養成段階の学

生等を対象とした、特別支援教育に係る専門的な講義コンテンツを作成す

る。   

③  特別支援学校教諭免許状の取得率向上のため、インターネットを通して

免許法認定通信教育を、前期後期各２科目ずつ実施する。なお、これらの

実施に当たっては、受講者の利便性を考慮した運営の工夫を検討する。  

（令和３年度前期開設科目）  

・視覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

・聴覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

（令和３年度後期開設科目）  
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・視覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

・聴覚障害児の教育課程及び指導法に関する科目（１単位）  

④  特別支援教育専門研修において、免許法認定講習及び免許状更新講習を

実施する。  

⑤  免許法認定通信教育及び免許法認定講習による単位取得者数を令和３

年度間に、延べ 800 人以上を確保する。  

 

 

３．特別支援教育に関する情報普及の充実や自治体・学校への支援  

（１）特別支援教育に関する情報発信  

①  幼稚園等、小・中学校、高等学校及び特別支援学校の関係者の理解・支

援の充実に貢献するため、関係機関との連携を推進し、研究所における情

報収集・発信方策や広報の在り方と取組を強化する等を目的に作成する

「広報戦略」を基本としつつ、次のとおり、戦略的・総合的に情報収集及

び情報提供を行う。  

  なお、「広報戦略」については、特別支援教育を巡る国の動向や社会情

勢を勘案し、随時、柔軟に見直しを行う。  

イ  研究所の研究成果をはじめ、特別支援教育に関連する学術的な内容か

ら教育実践に関わる内容まで、関係団体や関係機関等をとおして、幅広

い情報を計画的に収集する。   

ロ  収集した情報については、専門的な研究内容や、教育現場に必要な実

践に関する情報、理解・啓発に関する基礎的な内容など、情報内容に応

じて、体系的・階層的に整理して、発信する対象を考慮したコンテンツ

として整備する。  

ハ  幼稚園等、小・中学校、高等学校及び特別支援学校の教員や教育委員

会、保護者、関係団体等に対して、インターネットをはじめ広報効果の

高いツール（ホームページ、 SNS など）の様々な手段を活用して、研究

成果などの研究所が有する情報の発信、提供を充実するとともに、現場

での活用を促進する。  

ニ  研究所のホームページについて、情報コンテンツを計画的・体系的に

整備することにより、様々な利用者層にとって、有用でわかりやすいも

のとなるようにアクセシビリティーやユニバーサルデザインへの配慮

に留意する。  

ホ  研究成果については、ホームページを通じて、研究成果報告書のほか、



8 

 

サマリー集やガイドブック、リーフレット等わかりやすい形で情報提供

を行うとともに、学会発表及び誌上発表を行う。  

へ  研究所における研究成果を中心とする特別支援教育に関する論文等

を広く公開し、特別支援教育の発展に寄与することを目的として年１回

研究紀要を刊行する。  

研究所における研究活動及び事業等の諸活動に関する取組実績や特

別支援教育に関する情報は、特総研ジャーナル、英語版の NISE Bulletin

に掲載しホームページで公開する。令和３年度の活動実績を記載したも

のを令和４年度に刊行及びホームページ公開が行えるよう、その作成を

進める。  

また、メールマガジンなどを活用して、研究所の研究成果や特別支援

教育に係る最新の情報等を紹介する。  

ト  研究所のホームページの有用度（ホームページの使いやすさや情報量

の多さ、情報検索の容易さ等）に関して関係団体への聞き取りを行い、

これに基づき、ホームページの利便性の向上を図る。ホームページの利

用状況等を把握して、年 75 万以上の訪問者数を確保する。  

チ  国内外の大学図書館等と連携し、研究所の研究成果や研究所が保有す

る学術文献に関する情報を特別支援教育の研究者（大学教員、大学院生

等）に積極的に提供して、特別支援教育に関する研究の振興と質の向上

に貢献する。  

②  教育関係者はじめ国民への幅広い理解啓発・理解促進の活動の推進  

教育委員会・学校・教員・国民への幅広い理解啓発活動充実するため、以

下の取組を実施する。  

イ  特別支援教育に関する教育現場等関係機関との情報共有及び研究成

果の普及を図るための研究所セミナーを開催し、有益な情報が得られた

との回答について 85％以上を確保する。また、研究所及び特別支援教

育の理解啓発を推進するため、久里浜特別支援学校をはじめとする特別

支援学校等と連携し、国民に対し研究所の施設の公開や活動成果の展示

等の取組を行う。  

ロ  地域における特別支援教育の理解啓発を図るため、教育委員会、特別

支援教育センター（教育センターに特別支援教育を担当する部署がある

場合当該部署を含む。以下、「特別支援教育センター等」という。）、

関係団体等及び大学と連携を図りながら、講演や研究協議、発達障害教

育、インクルーシブ教育システム構築、 ICT 機器などのセミナーを年３
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回開催する。（集合型だけでなくオンラインによる開催を含む）令和３

年度は、山形県（北海道・東北ブロック）、広島県（中国ブロック）、

宮崎県（九州ブロック）で開催する。  

ハ  幼稚園等、小・中学校、高等学校等で特別支援教育の指導の経験のな

い又は経験年数の少ない教員に対する特別支援教育に関する理解啓発

・情報普及を目的として、研究所が有する知見や教育実践に役立つ基本

的な情報等を活用したリーフレットを令和３年度に４種類程度作成し

情報発信の充実を図る。  

また、障害のない子供やその保護者への障害理解に関する内容につい

て令和４年度に上記のリーフレットの一つとして刊行出来るよう、予備

的取組として先行研究及び先進的な授業実践等に関する情報収集や整

理・分析等に着手する。  

（発達障害教育に関する理解啓発活動）  

発達障害教育推進センターのウェブサイトにおいて、幼稚園等、小・  

中学校、高等学校等の教員、保護者等に対して、発達障害のある子供の  

教育に関する基本的な知識、最新のトピックス、教育現場で有効な教材  

・教具の紹介等、コンテンツの充実を図る。また、年間 10 万件以上の  

訪問者数を確保する。  

イ  全てのライフステージにおいて切れ目なく発達障害支援が行われる

よう情報提供の充実を図るため、国立障害者リハビリテーションセン

ター発達障害情報・支援センターと共同で作成するポータルサイトにつ

いて、教育に関するコンテンツを作成する。  

ロ  教育委員会や特別支援教育センター、福祉等の関係機関と連携し、発

達障害者の支援に係る人材育成や専門性向上の取組として人材育成プ

ロジェクト、発達障害教育実践セミナーを実施する。さらに、文部科学

省や厚生労働省、保護者団体等の関係機関と連携し、世界自閉症啓発

デーに係るイベント、発達障害支援の地域連携に係る全国合同会議を実

施する。  

（支援機器等教材に関する理解啓発活動）  

幼稚園等、小・中学校、高等学校及び特別支援学校において、特別支

援教育における支援機器等教材を広く普及させるため、研究所のｉライ

ブラリー（教育支援機器等展示室等）や発達障害教育推進センター展示

室を計画的に整備するとともに、支援機器等に関する情報を特別支援教

育教材ポータルサイトに掲載し、ホームページ上で活用できるように情
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報提供する。  

また、発達障害に関する支援ツール等については、ライフステージに

応じた情報が得られるように、発達障害教育推進センター Web サイトよ

り、わかりやすく情報提供する。  

 

（２）インクルーシブ教育システム構築の国際的動向の把握と海外の研究機

関との研究交流の推進  

イ  諸外国（アメリカ、イギリス、オーストラリア、スウェーデン、ドイ

ツ、フィンランド、韓国を予定）のインクルーシブ教育システムの構築

に係る最新動向や取組を計画的に収集し、国内との比較・検討など参考

になる情報をホームページ等で広く公表する。  

ロ  韓国の国立特殊教育院と特別支援教育協議会（仮称）の開催等を行う

など研究交流の促進を図るとともに、海外における特別支援教育に関す

る情報について、オンラインによる情報提供等を通して、広く教育関係

者や一般国民への情報の普及を図る。  

また、JICA 研修プログラム等への協力を含め、海外からの視察・見学

を積極的に受け入れ、我が国の教育制度等についての情報提供を行う。 

 

（３）自治体や学校が直面する課題の解決に関する支援や情報発信  

①  インクルーシブ教育システムの構築に向けた都道府県等への支援  

イ  各都道府県・市町村がインクルーシブ教育システムを構築していく上

で直面する課題について、その解決を図るための事業（以下「地域支援

事業」という。）を事業に参画した都道府県及び市町村教育委員会と協

働して推進する。地域支援事業は、６件以上実施し、事業における研究

所の支援が有意義であったとの回答を 80％以上で得ることを目標とす

る。  

地域支援事業の取組や成果については、研究所のホームページへの掲

載や地域における報告会等を通して、広く普及を図ると共に、他の都道

府県・市町村等にも情報を提供する。  

ロ  各都道府県等からのインクルーシブ教育システムの構築に係る相談

について、第４期中期目標期間中に実施した地域実践研究の取組と成果

を始めとする知見の提供等、取組の支援を行う。また、地域が協働して

行う取組について支援する。これらの相談内容や取組については、国に

おける政策立案にも資するよう、関係者のプライバシーに配慮しつつ、
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国に提供する。  

②  インクルーシブ教育システムの構築に向けて、都道府県・市町村・学校

が直面する課題の解決に資する情報発信の充実  

イ  インクルーシブ教育システム構築支援データベースについて、オンラ

イン説明会の開催により、幼稚園・小学校・中学校・高等学校等への情

報発信・周知を図り、活用を促すとともに、閲覧者の利便性を考えたデー

タベースとする。また、特別支援教育センター等と連携し、インクルＤ

Ｂ掲載事例等を活用した研修を通して、教職員を始めとした関係者の閲

覧・活用を促し、事例のダウンロード件数について、年間２万５千件を

確保する。  

③  関係団体等との連携による学校支援及び日本人学校への相談支援  

イ  校長会や教育委員会、特別支援教育センター等との関係強化を図り、

関係団体が主催する各種会議等を活用して、効率的・効果的に特別支援

教育に関する情報をオンラインや研究所のホームページ等を活用して

普及する。  

ロ  都道府県等教育委員会・特別支援教育センター等が実施する研修会及

び大学の公開講座等への講師の派遣（会場に訪問せずインターネットを

介して行うもの等を含む）を通して教員の専門性の向上に貢献するとと

もに、研究成果の普及や広報活動を計画的に進める。  

ハ  日本人学校に対して、特別支援教育に関する情報提供を定期的（年

15 回程度）に実施し、関係者への情報発信を行うとともに、日本人学

校の教員と日本人学校支援の一環として教員及び学校から紹介のあっ

た保護者からの相談に対応し支援する。また、日本人学校からの遠隔支

援の依頼に対応するとともに、文部科学省と連携し、日本人学校等在外

教育施設に赴任する教員（管理職等）の研修会や保護者等への相談会に

おいて、情報提供を行う。  

 

 

Ⅱ  業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１．業務改善及び業務の電子化の取組  

 運営費交付金を充当して行う業務については、事業の重点化、管理部門の  

簡素化、効率的な運営体制の確保、個々の業務の予算管理の徹底、調達等合  

理化の取組等により業務運営コストの縮減を図ることとし、経費縮減の余地  

がないか自己評価を厳格に行ったうえで、適切に見直しを行う。  



12 

 

退職手当、特殊要因経費を除き、毎事業年度において、対前年度比で管理

経費１％以上、業務経費１％以上の業務の効率化を図る。  

また、契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推

進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に基づき、毎年度研究所

の調達等合理化計画を策定・公表し自己評価する取組を着実に実施する。  

さらに、調達等にあたっては、複数年契約を推進し、業務運営の合理化・

効率化を図る。  

加えて、業務の実施に当たっては、真に必要なもの以外は押印を不要とす

るとともに、電子決裁システムの導入について検討を進める。また、研修の

案内や申し込み、レポート等の提出物のオンライン利用の取組を推進する。  

 

２．予算執行の効率化  

 業務達成基準による収益化の原則に基づき、中期目標の業務に応じて「研  

究活動」、「研修事業」、「情報普及活動」の業務ごとに予算と支出実績を  

管理し、予算執行の効率化を進める。  

 

３．間接業務等の共同実施  

 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣  

議決定。以下「基本方針」という。）を踏まえ、研究所、国立青少年教育振  

興機構、国立女性教育会館、教職員支援機構の４法人において、効果的・効  

率的な業務運営のため間接業務等の共同実施の取組を一層推進する。  

 

４．給与水準の適正化  

 給与水準については、「基本方針」を踏まえ、国家公務員の給与水準を十  

分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、そ  

の適正化に取り組むとともに、給与水準及びその合理性・妥当性の検証結果  

や取組状況を公表する。  

 

 

Ⅲ  財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置  

１．自己収入の確保  

 科学研究費をはじめ競争的資金等の外部資金の獲得を積極的に支援する  

とともに、研修員宿泊棟宿泊料等の受益者負担の適正化や他の独立行政法人  

の状況を踏まえながら、自己収入の確保に努める。  
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 また、自己収入の拡大を図るため、施設使用料等の検証を行う。  

 

２．体育館及びグラウンドの外部利用の促進  

体育館について、研修事業での活用を図るとともに、広報活動を充実し体

育館及びグラウンドの障害者スポーツでの利用を含めた幅広い外部利用を

促進する。なお、体育館及びグラウンドの利用に当たっては、新型コロナウ

イルス感染症感染拡大防止のための措置を図ったうえで行うものとする。  

 

３．保有財産の見直し  

保有財産については、利用実績等を的確に把握し、その必要性等について

不断の見直しを行う。  

また、研修施設については、他法人や関係機関等の施設も利用して研修を

実施する可能性も視野に入れつつ、不断の見直しを行う。  

 

 

Ⅳ  予算、収支計画及び資金計画   

１．令和３年度予算  

 収入          1,140,354 千円  

  運営費交付金       1,101,433 千円  

  施設整備費補助金      34,000 千円  

  自己収入          4,921 千円  

 支出          1,140,354 千円  

  人件費          769,202 千円  

  一般管理費           14,848 千円  

  業務経費         322,304 千円  

   研究活動          68,973 千円  

   研修事業                111,517 千円  

   情報普及活動       141,814 千円  

  施設整備費         34,000 千円    

 

２．令和３年度収支計画  

 費用の部           1.158,554 千円  

  人件費              769,202 千円  

  一般管理費            28,448 千円  
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  業務経費            342,704 千円  

  減価償却             18,200 千円  

 収益の部            1,158,554 千円  

  運営費交付金収益        931,433 千円  

  施設費収益            34,000 千円  

  自己収入             4,921 千円  

  資産見返運営費交付金戻入     18,200 千円  

  賞与引当金見返に係る収益    149,000 千円  

  退職給付引当金見返に係る収益    21,000 千円    

 

３．令和３年度資金計画  

 資金支出         1,140,354 千円  

  業務活動による支出    1,106,354 千円  

  投資活動による支出      34,000 千円  

 資金収入         1,140,354 千円  

  業務活動による収入    1,106,354 千円  

  投資活動による収入      34,000 千円      

 

 

Ⅴ  短期借入金の限度額  

  限度額３億円  

短期借入金が想定される事態として、運営費交付金の受入れが遅延する場合  

や予想外の退職手当などに対応する場合を想定。  

 

 

Ⅵ  剰余金の使途  

 研究、研修及び情報収集・発信事業等の充実、機能強化・組織見直し、施  

設・設備等の充実のための経費に充当する。  

 

 

Ⅶ  その他業務運営に関する重要事項  

１．内部統制の充実  

 内部統制については、理事長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な  

組織運営、適切なガバナンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、 
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法人の政策実施機能の最大化を図るため、内部統制システムの充実・強化を  

図る。  

また、内部統制の仕組みが確実に機能を発揮した上で組織及び業務の運営

がなされるよう、  

①  研究所のミッションや理事長の指示が確実に全役職員に伝達される

ため、掲示板システム等の情報システムの運用  

②  研究所のマネジメント上必要なデータについて、各種会議等で情報の

収集・共有を行い理事長に伝達した上で、組織・業務運営において活用  

③  内部統制を有効に機能させるため、定期的な内部監査の実施及び監査

結果の業務への反映  

を理事長のリーダーシップの下、日常的に進める。  

 

２．研究データの管理・活用  

研究所が保有する様々な学術情報や研究データの管理・保存や活用の促進

を図るため、組織的な管理体制の構築、研究データポリシーの策定を進める

とともに、研究データを適切に管理する基盤システム（研究データ管理基盤）

及び研究成果リポジトリの整備を推進する。  

 

３．情報セキュリティ対策の推進  

政府の情報セキュリティに関する方針等に基づき、情報技術の進歩、新た

な脅威の発生等に応じて適時点検し、必要に応じて対策の追加や修正等の見

直しを行うことにより情報セキュリティ水準を適切に維持する。  

また、情報セキュリティに関する教育・訓練・研修を年１回以上実施し、

職員への周知徹底及び組織的対応能力の強化を図る。  

 

４．大学・関係機関等との連携  

（１）久里浜特別支援学校をはじめ特別支援学校等との連携・協力  

 自閉症や知的障害に係る教師の専門性や人材育成が求められていること  

から、研究所は、久里浜特別支援学校をはじめ特別支援学校等との連携を推  

進し、全国の参考になる障害のある子供の教育に関する実際的・総合的な教  

育研究を行い、その成果を発信する。  

また、久里浜特別支援学校と災害時に備えた避難訓練の実施や、久里浜特

別支援学校等をはじめ特別支援学校での実践研究の充実に向け積極的な協

力を行う。   
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（２）関係機関との連携強化  

 研究所をハブとして、インターネットを活用した全国の特別支援教育セン  

ター等同士のネットワークの構築を進め、研究活動や研修、情報収集・発信  

が活発に行われるよう推進するとともに、研究所が実施する研究成果の報告  

や研修事業の場として活用する。  

 また、近隣に位置する関係機関等との連携を強化するとともに、共同研究  

の実施や外部資金の共同での獲得等を視野に入れ、研究活動を中心とした組  

織的かつ継続的な連携を大学等と実施する。また、広島大学と包括連携協定  

に基づく連携についての協議を進め、共同した事業を行う。  

 

５．施設・整備に関する計画  

令和３年２月に策定した「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」に基

づき、研究活動、研修事業、情報普及活動等の業務の円滑な実施に必要な施

設整備を進める。また、計画的かつ効率的な修繕・改修の実施を図るため、

メンテナンスサイクルを構築する。  

 

６．人事に関する計画  

研究所の研究活動、研修事業、情報普及活動等を効率的に行うため、業務

運営の効率化や業務量の変動に応じた柔軟な組織体制の構築に努めるとと

もに、中期計画を着実に実行するため、新規採用や人事交流により幅広い人

材の確保を図り、職員の計画的な育成かつ適正な配置を行う。また、研究力

の向上に向けて、任期付研究員・客員研究員等として多様な専門性を有した

研究者の確保や関連する外部機関との人材交流を推進するとともに体制を

整備する。  

さらに、職員の資質の向上や専門的な能力の向上を図るため、職員研修等

を計画的に実施するとともに、実施に際しては、「基本方針」を踏まえ、他

法人との共同実施による職員研修とするなど、効率化を図る。  

  そのほか、職員のワークライフバランスの促進や適切な人事評価制度の

運用等を進める。  

また、以上のことについて、令和３年度中に人材確保・育成方針を策定す

る。  

 

７．新型コロナウイルス感染症拡大防止のための研究所の事業について  

ポストコロナ段階を見据え研究所の研究活動、研修事業、情報普及活動等
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の事業について、インターネットを活用した事業・業務を推進するとともに、 

学校関係者及び関係機関等に有用な情報を提供していく取組を進める。  

また、集合型の研究協議会、各種研修会、セミナー等の開催や体育施設等

の利用にあたっては、コロナウイルス感染症拡大防止のための措置を図った

うえで実施する。  


